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要要要要旨旨旨旨

　この論文では，交通社会資本の便益評価で広く用いられている消費者余剰アプロー

チの理論的な基礎を解説する．ファースト・ベストの世界（経済の他の部門に価格体

系のゆがみがないケース）では，発生ベースの利用者便益の中に波及効果の便益も含

まれており，それを別個に計測して利用者便益に加えると二重計算になる．しかし，

価格体系にゆがみが存在しているセカンド・ベストの経済では，この結論は成り立た

ない．ただし，セカンド・ベストの経済における便益計測は複雑であり，注意深く分

析しなければ便益の過大推定になる可能性が大きい．この論文の後半では，セカン

ド・ベストの例として交通混雑に対して混雑税が課されていないケースを取り上げ，

セカンド・ベストの経済における便益計測手法を解説する．
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1. はじめに

　公共投資の意思決定は政治的メカニズムを通じて行われるので，無駄で非効率な投

資が発生する傾向を持ちがちである．これを抑制するための手法として欧米で広く使

われているのが，費用便益分析（より広義には，プロジェクト評価）である．費用便

益分析の基本はきわめて簡単であり，公共投資に関する費用と便益を計算して，それ

があまりに良くないものには投資しないというものである。残念なことに，日本では

費用便益分析の利用が一般化していない．費用便益分析が行われないことが多く，行

われている場合でもその詳細が一般に公開されることは少ない．これに対して，ほと

んどの欧米諸国では大規模な公共投資に関しては必ずきちんとした費用便益分析を行

い，その結果を国民に公表することが法律で義務づけられている．

　道路，鉄道，空港，港湾等の交通社会資本投資はその利用者の特定が容易であるの

で，費用便益分析の精度が比較的高い分野である．本稿では，交通投資の費用便益分

析において最も重要な利用者便益の計測に焦点を当てて，その理論的な基礎と，具体

的な適用に当たって注意しなければならない点を解説する．

　交通社会資本投資の費用便益分析では，利用者便益の計測に加えて，環境に与える

影響や交通事故の減少等の便益の計測も行わなければならないのは当然である．しか

し，利用者が享受する利用者便益が総便益のうちで最も大きな比重を占めることがほ

とんどである．また，現状では他の便益の計測の信頼性が利用者便益に比べてはるか

に劣っている．したがって，利用者便益の計測は交通プロジェクトの評価において第

一に取り組むべき仕事である．

　利用者便益の計測手法として定着しているのは，発生ベースで交通需要における消

費者余剰を計測する消費者余剰アプローチである．このアプローチはすでに何十年も

使われており，理論的な整理は済んでいるが，いまだに混乱した議論が見受けられる．

特に，地域開発効果などの波及効果（金銭的外部効果や間接効果と呼ばれることもあ

る）の便益に関しては，通常の利用者便益と別個に計測し，利用者便益に付け加えな

ければならないといった，基本的に誤った主張がある．

　この論文では，消費者余剰アプローチの理論的な基礎を解説する．ファースト・ベ

ストの世界（経済の他の部門に価格体系のゆがみがないケース）では，発生ベースの

利用者便益の中に波及効果の便益も含まれており，それを別個に計測して利用者便益

に加えると二重計算になる．しかし，価格体系にゆがみが存在しているセカンド・ベ

ストの経済では，この結論は成り立たない．ただし，セカンド・ベストの経済におけ
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る便益計測は複雑であり，注意深く分析しなければ便益の過大推定になる可能性が大

きい．この論文の後半では，セカンド・ベストの例として交通混雑に対して混雑税が

課されていないケースを取り上げ，セカンド・ベストの経済における便益計測手法を

解説する．

2. 消費者余剰の計測

2.1. 部分均衡分析

　消費者余剰アプローチの出発点は，以下のような簡単な部分均衡分析である．

　部分均衡分析では，まず交通需要曲線（一般的には，交通需要関数）を推定しなけ

ればならない．これは，現在（交通投資前）の交通量qBと一般化費用 pBを計測し，

さらに，交通投資後の交通量qAと一般化費用 pAを予測することによって行われる．

（添字Bは投資前 Before，添字Aは投資後 After を示すものとする．）ここで，一般

化費用とは，運賃，ガソリン代など消費者が直接貨幣で支払う費用に，時間費用，

サービス頻度，確実性，快適性などを貨幣換算した額を加えたものであり，通常の市

場では価格に相当する．

交通投資の利用者便益は一般化費用を低下させることによって発生する．例えば，

渋滞を解消するバイパス道路の建設は車の走行速度を上げて，時間費用やガソリン代

を低下させる．これが一般化費用の低下をもたらすことになる．

　図 1のように交通需要曲線が線形であると想定すると，交通投資による利用者便益

は，消費者余剰の増加として 1
2 ( )( )p p q qB A A B- + のように計測できる（図の斜線

部分）．また，需要曲線が線形でなく一般的な形をしている場合には，需要関数を

( )D p ，消費者の直面する交通サービスの投資前，投資後の価格をそれぞれ pB， pA

とすると，消費者余剰は ( )D p dp
p

p
A

B

ò として求めることができる．

　消費者余剰によって便益の計測ができることは，以下のように直観的に説明できる．

需要曲線を縦に読むと，O点にいるこの交通サービスの最初の利用者は，このサービ

スのためには最高 OA 円だけの価格（一般化費用）を支払ってもよいと考えている

ことが分かる．同様にqBの点の利用者は最高 pB円までの価格を支払ってもよいと

考えている．このように，最高支払い許容額は需要曲線の高さに相当する．この意味

で，需要曲線は限界評価曲線とも言われる．
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図 1　消費者余剰と利用者便益
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　均衡価格が pBのときの最高支払い許容額の和は台形OABqBの面積である．一方，

どの利用者も実際に支払う額は pB円で，支払い総額はO pBBqBの面積で表される．

したがって，消費者余剰は三角形AB pBの面積となる．

　交通投資によって，価格（一般化費用）が pBから pAまで下落したとする．価格

が pAのもとでの消費者余剰は三角形 AC pAの面積で表される．したがって，交通

投資によって生じた便益は，この消費者余剰の増加分であり，台形 pBBC pAで表さ

れる．このように，投資の便益は消費者余剰の増加分によって計測することができる．

　部分均衡分析で用いる需要曲線は他の財の価格や所得を一定として描かれるママママーーーー

シシシシャャャャルルルルのののの需需需需要要要要曲曲曲曲線線線線であるので，他の財の価格が変動する場合には拡張が必要になる．

また，マーシャルの需要曲線を用いた消費者余剰は積分の径路に依存して値が異なる

という径径径径路路路路依依依依存存存存性性性性の問題を持っている．ヒックスによる等等等等価価価価変変変変分分分分（（（（ＥＥＥＥＶＶＶＶ））））と補補補補償償償償変変変変

分分分分（（（（ＣＣＣＣＶＶＶＶ））））はこれらの問題を持たないので，理論的にはより望ましい厚生指標であ

る．また，ＥＶとＣＶ以外にもアレーに源を持つアアアアレレレレーーーー・・・・デデデデブブブブルルルルーーーーのののの厚厚厚厚生生生生指指指指標標標標（（（（ＡＡＡＡ

ＤＤＤＤ））））も理論的に整合的であり，用途によっては便利な性質を持つことが知られてい

る1．しかし，これらの厚生指標の計算は若干複雑であり，通常はマーシャル流の消

費者余剰で十分な近似が得られることが多い．また，いくつかの特殊ケースには消費

                                                

1 アレー・デブルーの厚生指標については，Diewert (1985) を参照．Kanemoto and Mera (1985) におけるＣＳ

（compensating surplus）指標はアレーによって提唱された厚生指標と基本的に同じである．
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者余剰は正確な厚生指標となることが知られている2．

2.2. 派生需要としての交通と投資

　交通サービスは，他の多くの財と異なり，ドライブのためのドライブなどのごくわ

ずかな例外を除けば，交通自体を目的として需要されることは少なく，商品を輸送す

るなど，他の財の需要を満たすための中間投入物として需要されることが多い．他の

財への需要から派生してくるという意味で，交通需要は派生需要であると言われる．

ここでは，交通需要が派生需要である場合の交通投資の便益の計測について考える．

その様子は図 2 に示されている．
　まず上の図には，輸送される財の需要曲線Q D q= b gと供給曲線Q S p= b gが描かれ
ている．ここで， p，q，Qはそれぞれ財の生産者価格，消費者価格，需要量であ

る．また，財１単位の輸送に輸送サービス１単位が必要だと仮定し，輸送サービスの

価格をt とすると，q p t= + の関係が常に満たされる．輸送サービスの価格がt のと

き，財の生産者価格，消費者価格，需要量はそれぞれ p*，q*（= +p t* ），Q*に

決まり，輸送サービスの需要量も上の仮定よりQ*となる．

　ここで，交通投資が行われ，輸送サービスの価格がt から ′t に低下すると，財の生
産者価格，費者価格，需要量はそれぞれ p'，q'，Q'に変化し，交通需要もQ*から

Q'へと増加する．したがって，交通サービスの需要関数を描くと，図 2の下の方の

図のようになる．

　輸送サービス価格をtから ′t に引き下げるような交通投資の便益は，上の図の２つ

の斜線部分の面積の合計，あるいは下の図の斜線部分の面積として表すことができる．

上の図の台形abcdの面積は消費者価格が下がることによる消費者余剰の増加，台形

efghの面積は生産者価格が高くなることによる生産者余剰の増加を表している．下

の図の斜線部分の面積は輸送サービスの消費者余剰の増加を表している．下の図の交

通需要曲線が上の図の輸送される財の需要曲線と供給曲線の縦方向の差になっている

ということに注意すると，下の図の斜線部分で表される便益は上の図の斜線部分で表

される便益と一致することがわかる．

                                                

2 消費者が擬線形の効用関数を持っている場合には，ＥＶ，ＣＶと消費者余剰は一致する．また，価格が変

化する前と後で（ここの例では交通投資前と後で）所得が一定であり，しかも価格が変化する財が正常財の

場合には，消費者余剰はＥＶとＣＶの中間の値を示す．詳しくはVarian (1992) Ch.10 などを参照．
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図 2　発生ベースと帰着ベースの便益

QQ 'Q *

p*

QQ 'Q *

t

t

t '

財の需要

輸送サービスの需要

p'

q p t* *= +

¢ = ¢ + ¢q p t

Q S p= ( )

Q D p= ( )

Q d p= ( )

　上の図の斜線部分で表されるような便益は，輸送される財の消費者と生産者のそれ

ぞれにどの程度の便益が帰着するのかを明示的に表しているので，帰帰帰帰着着着着ベベベベーーーーススススのののの便便便便

益益益益と呼ぶことができる．これに対し，下の図の斜線部分で表されるような便益は，

便益が発生する交通市場で便益を評価しているので，発発発発生生生生ベベベベーーーーススススのののの便便便便益益益益と呼ばれて

いる．

　帰着ベースの便益と発生ベースの便益は等しいが，発生ベースの便益の方が計測が

容易な場合が多い．帰着ベースの便益の推定のためには，交通投資が経済の他のすべ

ての部門に及ぼす効果を明示的に考慮しなければならないからである．帰着ベースの

便益の推定は，国国国国民民民民所所所所得得得得アアアアププププロロロローーーーチチチチ（あるいは，指指指指数数数数アアアアププププロロロローーーーチチチチ）と呼ばれており，
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実際の推定では大規模地域計量経済モデルを用いて行われることが多い3．しかし，

地域計量モデルではデータの制約から，年次の時系列データを用いざるを得ず，サン

プルに含まれる情報が小さいので，誤差が非常に大きくなる．また，消費関数が安定

的であるなどの理由から，供給サイドの推定に比べ，需要サイドの推定の方が容易で

あるので，このようなモデルの多くは，供給制約を考慮に入れないケインズ型モデル

である．ケインズ型モデルでは，単に穴を掘るだけのような全く利用者便益を生まな

いようなプロジェクトでも，乗数効果によって国民所得の増加をもたらす．実際には，

供給制約が存在するので，ケインズ型モデルによる便益推定は過大になる傾向が強い．

この欠点を克服するためには，需要サイドと供給サイドの双方を同時に推定すること

が必要であるが，それらの同定（アイデンティフィケーション）はデータの制約から

困難である．

　帰着ベースの便益推定についてもう一つ重要なのは，発生ベースの便益に帰着ベー

スの便益を加えると便益の二重推定になることである．発生ベースの便益と帰着ベー

スの便益は，一つの便益を2つの異なった方法で推定しようとするものであり，これ

らを加えることをしてはならない．

3. ファースト・ベスト経済における間接効果の相殺

　交通投資の便益の計測は発生ベースで行われるのが通例である．しかし，交通投資

は様々な波及効果をもたらすので，その便益は交通市場にとどまるものではない．例

えば，交通投資による輸送費用の低下は，輸送される商品の生産者や最終需要者に便

益を与える．また，交通投資は工場立地パターン等の変化をもたらし，地域経済に大

きなインパクトを与える．これらの波及効果は，交通投資の間接効果と呼ばれたり，

金銭的外部効果と呼ばれたりしている．ここで問題になるのは，これらの波及効果が

発生ベースの便益に加えて新たな便益をもたらすかどうかである．

　完全競争のもとでは，すべての財・サービスの価格がそれぞれの限界費用に一致し

て，効率的な資源配分が達成される．このようなケースをフフフファァァァーーーースススストトトト・・・・ベベベベスススストトトト(最最最最善善善善)

と呼んでいるが，ファースト・ベストの世界では，間接効果（金銭的外部効果）は相

殺し合って，間接効果の純便益の合計額はゼロになる．したがって，発生ベースの便

益を推定するので十分であり，これに間接効果の便益の推定値を加えると二重計算に

                                                

3 国民所得（指数）アプローチの解説については，常木 (1989) を参照．
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なる4．

　間接効果の便益がどうなるかを見るためには，間接効果と直接効果を厳密な形で定

義する必要がある．交通投資の例では，交通投資は交通の価格（一般化費用）を低下

させる．これが直接効果であるが，間接効果は他の財・サービスの価格を変化させる．

このように価格体系の変化に着目すると，直直直直接接接接効効効効果果果果は，直接的に影響される市場の

価格だけが変化し，他の財サービスの価格が変化しない場合の効果であると定義でき，

間間間間接接接接効効効効果果果果は他の財サービスの価格が変化することの効果であると定義できる．

　直接効果と間接効果をこのように定義すると，間接効果の便益と費用が相互に相殺

することは当然であろう．例えば，間接効果で他の財の価格が上昇すると，その財の

売り手は利益を得るが買い手は損失を被る．売り手の利益と買い手の損失は貨幣額と

しては全く同じであるので，需給が均衡しているときには間接効果は相殺してゼロに

なるのである．

　間接効果の便益と費用が相殺し合うことを具体的に見るために，２つの町を結ぶ既

存道路とそのバイパス道路があり，そのうちのバイパス道路のみにさらに交通投資を

行うケースを考える．このケースの波及効果は 2 つの道路の間だけで起きることに

なり，きわめて単純な特殊ケースであるが，より一般的な複雑なケースでも結論は変

わらない．

　道路に関する費用は，利用者が負担する走行費用，時間費用等の利用者費用と道路

建設費用だけであるとし，維持や補修の費用は無視する．したがって，ここでの費用

便益分析の課題は，道路建設によって発生する利用者便益が道路建設費用を上回るか

どうかを見ることである．以下では，道路建設費用と比較すべき利用者便益をどう測

るかを考える．

　図 3の左のパネルにはバイパス道路の，右のパネルには既存路線の様子がそれぞれ

描かれている．以下では，交通投資の前と後をそれぞれ上付きの添字B，Aで表し，

バイパス道路，既存道路をそれぞれ下付きの添字１，２で表す．バイパス道路と既存

道路の交通量をそれぞれx1とx2とする．

簡単化のためにバイパス道路では混雑が発生せず，道路の利用者費用は一定であ

るとする．この場合には，道路利用の社会的限界費用は各利用者が負担する利用者費

用と等しくなるので，最適混雑税はゼロである．バイパス道路への投資は，社会的限

                                                

4 間接効果が相殺し合うことは古くは Lesourne (1975) やMohring (1976) によって指摘されている．この問題

に関する理論的な研究については，Kanemoto and Mera (1985) を参照．
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界費用（＝利用者費用＝一般化費用）を図 3の p MCB B
1 1= から p MCA A

1 1= に低下さ

せる効果を持つ．

図 3　バイパス道路への投資の直接便益と間接便益：ファースト・ベスト

p1 p2

D p pB
1 1 2( , )

D p pA
1 1 2( , )

D p p p1 1 2 1( , ( ))*

既存道路では混雑が発生すると仮定する．したがって，各利用者の負担する利用

者費用c x2 2( )は交通量x2の増加にともなって上昇していく．この利用者費用をすべ

ての利用者について合計した総費用をC x2 2b gとすると，最適な混雑料金は社会的限
界費用MC C x2 2 2= ' ( )と私的費用の差

t C x c x2 2 2 2
* ' ( ) ( )= −

である．利用者費用と混雑料金の和が一一一一般般般般化化化化費費費費用用用用であるが，これは限界費用に等し

く， p MC2 2= となる．以下では一般化費用のことを単に価価価価格格格格と呼ぶこともある．道

路サービスの供給者の利潤は混雑料金収入 t x2 2
* に等しいが，これは

Π2 2 2 2 2= −p x C xb gを満たす．
　図 3では，バイパス道路の投資前のマーシャルの需要曲線は既存道路の価格pB

2を

所与としてD p pB
1 1 2,e jで与えられ，価格は p MCB B

1 1= で与えられている．既存道路

の価格pB
2が決まれば，需要曲線D p pB

1 1 2,e jが限界費用MCB
1 と交わる点でバイパス路

線の需要量が決まる．同様に，既存道路のマーシャルの需要曲線はD p pB
2 2 1,e jで，

限界費用曲線は p MC x2 2 2= b gで与えられている．均衡では，バイパス道路と既存道
路の双方で需要曲線と限界費用曲線が交わるように，それぞれの価格と需要量が決定

される．
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　バイパス道路への投資は，バイパス道路の価格をMCB
1 からMCA

1 に低下させる．

これは以前からバイパス道路を利用していた人々の需要（利用頻度）を増加させるだ

けでなく，既存道路の需要をバイパス道路にシフトさせる．すると，既存道路の需要

が減り，既存道路の価格が下がるので，逆にパイパス道路の需要を既存道路にシフト

させる．このような調整過程を続けていった結果，新しい均衡は，図 3の

D p pA
1 1 2,e jとMCA

1 の交点とD p pA
2 2 1,e jと p MC x2 2 2= b gの交点に落ちつく．

　他の市場に波及効果を及ぼすような投資の便益は，一一一一般般般般均均均均衡衡衡衡需需需需要要要要関関関関数数数数を用いて計

測できる．バイパス道路の例では，均衡での既存道路の価格 p2をバイパス道路の価

格 p1の関数として表した p p2 1
* b g（一般均衡価格）を，バイパス道路の需要関数の中

に代入したD p p p1 1 2 1, * b ge jが一般均衡需要関数である．同様にして既存道路の一般均
衡需要関数はD p p p2 2 1 2, * b ge jとなる．つまり，他の財の価格を一定とするマーシャ
ルの需要関数と違い，一般均衡需要関数は，注目している財（ここでは，バイパス道

路の一般化費用）の価格の変化が他の財の価格を変化させる点を織り込んでいる．図

3では一般均衡需要曲線が太線で表示されている．既存道路の価格は常に限界費用と

等しくなるので，既存道路の一般均衡需要曲線は限界費用曲線に一致していなければ

ならない．

　バイパス道路への投資は利用者に便益をもたらすとともに，道路サービスの供給者

の利潤を変化させる．投資の総便益はこれらの２つを足し合わせたものになる．これ

らのうち，利用者便益はバイパス道路での利用者便益と既存道路での利用者便益の和

であり，図 3の２つの網掛け部分の和である．

　供給者便益は既存道路の混雑料金収入P2 2 2= t x* の増加であるが，これは下の図 4

では以下のように表される．投資前がＢ点で投資後がＡ点であり，AC2が利用者費

用c x2 2( )を表すとすると，投資前の混雑料金はＢＧに等しく，混雑料金収入は四角形

ＢＧＦＥの面積になる．これが投資後にはＡＨＩＦに減少する．
　一般化費用を用いて混雑料金収入を ( )Π2 2 2 2 2= −p x C x と書き換えてやると，混雑

料金収入の変化を違った形で表現することができる．この表現での総収入 p x2 2は利

用者費用を含んでおり，投資前はＢＣＯＥであるのが投資後はＡＤＯＥになる．した

がって，総収入の減少は図の斜線部分全体である．次に，総費用は限界費用の積分で

あるので，総費用は限界費用曲線の下の台形の面積ＡＢＣＤだけ減少する．これらを

合わせると，利潤は台形ＢＡＦＥの面積だけ減少することが分かる．したがって，供

給者便益の減少は既存道路の利用者便益の増加と等しく，お互いに相殺する．
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図 4　供給者便益：ファースト・ベスト

M C

A C
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利潤の減少
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　以上をまとめると，利用者便益と供給者便益は

利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益＝＝＝＝ババババイイイイパパパパスススス道道道道路路路路のののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益＋＋＋＋既既既既存存存存道道道道路路路路のののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益

供供供供給給給給者者者者便便便便益益益益＝＝＝＝－－－－既既既既存存存存道道道道路路路路のののの料料料料金金金金収収収収入入入入のののの減減減減少少少少

を満たすが，

既既既既存存存存道道道道路路路路のののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益＝＝＝＝既既既既存存存存道道道道路路路路のののの料料料料金金金金収収収収入入入入のののの減減減減少少少少

が成り立つので，

総総総総便便便便益益益益＝＝＝＝利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益＋＋＋＋供供供供給給給給者者者者便便便便益益益益＝＝＝＝ババババイイイイパパパパスススス道道道道路路路路のののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益

が得られる．したがって，投資の便益は一般均衡需要曲線を用いて

D p p p dp
p

p
A

B

1 2
1

1 , * b ge jz （図 3のバイパス道路側の網掛け部分）を計測するだけで十分で

ある．交通投資の間接効果である既存道路の消費者余剰の増加は混雑税の減収（これ

らの双方ともに図 3の既存道路側の網掛け部分に等しい）によって相殺されるので，

間接効果は考慮する必要がないのである．

　以上の例のように，全ての財の価格がその限界費用に等しいファースト・ベストの

世界では，一般均衡需要関数を用いることによって，前節の部分均衡分析とほぼ同様

な形で交通投資の発生ベースの便益を測定することができる．

　実務で行われている便益の推定では，投資後の交通量を波及効果による交通量増加

をも含めて予測することが多い．したがって，実務でも一般均衡需要関数を用いた便

益推定が行われているとみなすことができる．
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4. 次善の交通投資

　前節までは，全ての価格がその限界費用と一致しているファースト・ベストの経済

を想定していた．この節では，何らかの理由で価格が限界費用から乖離しているセカ

ンド・ベスト（次善）の経済における交通投資の便益をどのように計測すればよいの

かを，前節のバイパス道路モデルを一部変更した例を用いて説明する．

　価格が限界費用に一致していない財が存在するときには，価格体系のゆがみによっ

て資源配分が非効率になっている．例えば，ある財の価格が限界費用より低くなって

いると，その財は最適な消費量よりも過剰に消費される傾向をもつ．価格体系のゆが

みによって発生する資源のロスを死死死死重重重重損損損損失失失失（deadweight loss)と呼んでいる．次善の経

済では，この死重損失の大きさが重要になる．

　前節のファースト・ベストの場合に間接効果が相殺し合ったのは，価格が限界費用

に等しく設定されていたからである．次善の経済ではこれらの関係が成立しないので，

間接効果は相殺しない．

4.1. 既存道路における価格のゆがみ

　前節と同様に，バイパス道路では混雑が発生せず，価格（一般化費用）が限界費用

と等しくなっているが，既存道路では混雑が発生する状況を考える．この節では，既

存道路の混雑税の水準が低すぎて，価格が限界費用より低いとする．例えば，既存道

路の利用者が負担する一般化費用は平均費用c x2 2( )にガソリン税 t2を加えたもの

（ p x c x t2 2 2 2( ) ( )≡ + ）であるとし，ガソリン税は最適な混雑税の水準より低いもの

とする．したがって，既存道路の一般化費用は p x MC2 2 2( ) < を満たす．混混混混雑雑雑雑税税税税ががががゼゼゼゼ

ロロロロののののケケケケーーーーススススはこの特殊例であり，

p x c x2 2 2 2( ) ( )=

が成り立つ．ガソリン税のように道路利用に応じた税は混雑税の一種であると解釈す

ることができるが，ここではその水準が最適な混雑税の水準より低いケースを扱って

いる．

　既存道路の一般化費用が， p MC x2 2 2= ( )ではなく， p x c x t2 2 2 2( ) ( )≡ + で与えら

れることが違うだけなので，一般均衡価格の導出はファースト・ベストのケースと全

く同様に行うことができる．したがって，利用者側の便益は，一般化費用を読み替え

れば，図 3の２つの網掛け部分で与えられる．しかし，価格が限界費用より低く設定

されているので，供給者便益は前節と同じにはならない．これは図 5を用いて以下の

ように説明できる．
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図 5　供給者便益：セカンド・ベスト
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　総収入 p x2 2は投資前のＢＣＯＥから投資後のＡＤＯＥに減少する．したがって，

総収入の減少分はＢＣＤＡＦＥの面積に等しい．これに対して，総費用は限界費用曲

線の下の台形の面積ＨＧＣＤだけ減少する．これらを合わせると，利潤の減少は台形

ＢＡＦＥの面積から台形ＨＧＢＡの面積を差し引いたものになる．前節との相違は，

台形ＨＧＢＡの部分であるが，これは限界費用が価格より高いことによって発生する．

バイパス道路への投資によって既存道路の交通量が減少し，これが既存道路の総費用

を台形ＨＧＣＤだけ減少させる．今度は価格が限界費用に等しくないので，この総費

用の減少が台形ＡＢＣＤを上回り，そのことによる付加的な便益が発生する．

　一般化費用が限界費用と等しくないので，既存道路の利用者は外部不経済を発生さ

せている．図 5のMC2曲線と p2曲線の縦方向の距離がこの外部不経済を表す．バイ

パス道路への投資は既存道路の利用者を減少させることによって外部不経済を減少さ

せ，これが付加的な便益をもたらす．

　これらの関係を図に表すと図 6のようになる．既存道路の限界費用曲線と価格曲線
はそれぞれMC2と p p x2 2 2= b gで表されている．既存道路の一般均衡需要曲線は
d p p2 2

1
2

* − b ge jとして太線で示されているが，これは価格曲線 p p x2 2 2= b gと一致し
ていなければならない．限界費用曲線と価格曲線の間の網掛け部分が死重損失の減少

分を表しており，交通投資による便益は左と右の図の網掛け部分の合計である．
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図 6　代替的道路における混雑緩和の便益：次善ケース
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　以上をまとめると，

利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益＝＝＝＝ババババイイイイパパパパスススス道道道道路路路路のののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益＋＋＋＋既既既既存存存存道道道道路路路路のののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益

供供供供給給給給者者者者便便便便益益益益＝＝＝＝－－－－既既既既存存存存道道道道路路路路のののの料料料料金金金金収収収収入入入入のののの減減減減少少少少

であることは前と同じであるが，

既既既既存存存存道道道道路路路路のののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益＝＝＝＝既既既既存存存存道道道道路路路路のののの料料料料金金金金収収収収入入入入のののの減減減減少少少少＋＋＋＋外外外外部部部部不不不不経経経経済済済済のののの減減減減少少少少

が成り立つので，

総総総総便便便便益益益益＝＝＝＝ババババイイイイパパパパスススス道道道道路路路路のののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益＋＋＋＋外外外外部部部部不不不不経経経経済済済済のののの減減減減少少少少

が得られる．

　土木学会方式の混雑緩和便益の評価法では，既存道路の混雑緩和による利用者便益

を明示的に推定している．この方法は，利用者便益と供給者便益を別々に推定し，そ

の後に両者を足し合わせる手法であると解釈できる．もちろん，注意深く供給者便益

を計測すれば，土木学会方式も正しい答えを出すことになる5．実際には，ガソリン

税等の形で利用者負担がなされているので，既存道路での混雑緩和便益のかなりの部

分は税収の減少の形で相殺され，混雑緩和の純便益は外部不経済の減少分に等しくな

る．

　混雑料金がゼロであるケースでは，料金収入は常にゼロであるので，利用者側の便

益だけを考えればよい．つまり，この場合には，

既既既既存存存存道道道道路路路路のののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益＝＝＝＝既既既既存存存存道道道道路路路路のののの料料料料金金金金収収収収入入入入のののの減減減減少少少少＋＋＋＋外外外外部部部部不不不不経経経経済済済済のののの減減減減少少少少

において，既存道路の料金収入の減少がゼロであるので，

                                                

5 この点は，上田孝行氏によって指摘された．
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既既既既存存存存道道道道路路路路のののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益＝＝＝＝外外外外部部部部不不不不経経経経済済済済のののの減減減減少少少少

が成り立つ．これから，

総総総総便便便便益益益益＝＝＝＝ババババイイイイパパパパスススス道道道道路路路路のののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益＋＋＋＋外外外外部部部部不不不不経経経経済済済済のののの減減減減少少少少

　　　　　　　　　　　　＝＝＝＝ババババイイイイパパパパスススス道道道道路路路路のののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益＋＋＋＋既既既既存存存存道道道道路路路路ででででのののの利利利利用用用用者者者者便便便便益益益益

が得られる．つまり，利用者便益の増加が外部不経済の減少とちょうど等しくなるの

で，外部不経済の減少の代わりに利用者便益の増加を用いることができるのである．

4.2. バイパス道路における価格のゆがみ

　次に，既存道路では価格が限界費用に等しく設定されているが，バイパス道路では

混雑税の水準が低すぎるケースを考える．簡単のために，バイパス道路の利用者費用

は一定であるが，なんらかの補助によって価格（一般化費用）がそれよりも低く設定
されているとする．すなわち， p p c c1 1 1 1= <b g の場合を考える．バイパス道路への

投資は利用者費用をcB
1 からcA

1 に引き下げ，一般化費用も pB
1 から pA

1 に引き下げる．

しかし，図 7のように，投資前も投資後もバイパス道路の一般化費用は利用者費用よ

り低いとする．

　既存道路では価格が限界費用に等しく設定されているので，ファースト・ベストの

ケースと同様に，既存道路では利用者便益の増加と供給者便益の減少が互いに相殺す

る．したがって，バイパス道路での便益だけを考えればよい．

　バイパス道路での利用者費用c1と一般化費用 p1が乖離しているので，一般均衡需

要曲線をこれらの双方に関して描くことができる．次節の数学的分析では利用者費用

を用いて分析を行っているが，利用者便益は利用者が負担する一般化費用に対応して

発生するので，ここでは一般化費用 p1に関する一般均衡需要曲線を用いる．この一

般均衡需要曲線を用いると，バイパス道路での利用者便益の増加は図 7の斜線部にな

る．

　道路サービス供給者の利潤はP1 1 1 1= -( )p c xであるが，価格が利用者費用より低

いので道路サービス供給者は損失をこうむっている．損失額は，投資前にはＤＢ

p cB B
1 1 の面積であり，投資後にはＣＡ p cA A

1 1 の面積になる．したがって，供給者便益

はＤＢ p cB B
1 1 からＣＡ p cA A

1 1 を差し引いたものに等しい．総便益は利用者便益と供給

者便益の和であり，

総便益＝ＢＡ p pA B
1 1＋ＤＢ p cB B

1 1 －ＣＡ p cA A
1 1

となる．これは図 8の斜線部の面積から三角形ＡＣＥの面積を引いたものになる．
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図 7　バイパス道路で価格のゆがみが存在するときの利用者便益と供給者便益
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図 8　バイパス道路で価格のゆがみが存在するときの総便益の変化
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5. 数学的分析

　前 2節の分析を数学的により厳密な形で行うと以下のようになる．

5.1. ファースト・ベスト

　まず，この節では最適な混雑税が課されているファースト・ベストの状態を考える．

バイパス道路では混雑がなく，利用者費用c1は一定である．この場合には，混雑税

はゼロであり，一般化費用（価格）は p c1 1= を満たす．バイパス道路での利潤は当

然ゼロになる．
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( 1 ) Π1 1 1 1 1 0= − =p x c x

　既存道路では混雑が発生する．したがって，各利用者の負担する利用者費用（走行

費用，時間費用等）をc x2 2( )で表すと，これは交通量x2の増加にともなって上昇し

ていく．利用者費用をすべての利用者について合計した総費用はC x c x x2 2 2 2 2( ) ( )=

である．ファースト・ベストでは限界費用に等しい混雑料金が設定されるので，一般

化費用は

( 2 ) p C x2 2 2= ' b g
となる．ここで，C x c x xc x2 2 2 2 2 2

' '( ) ( ) ( )= + であるので，混雑料金はt x c x2 2 2 2= ' ( )

となっていなければならない．つまり，各利用者は利用者費用c x2 2( )と混雑料金

t x c x2 2 2 2= ' ( )を負担し，その合計が一般化費用 p2である．このとき，交通サービス

の生産者の利潤は混雑料金に等しく，

( )P2 2 2 2 2 2 2= = -t x p x C x

を満たす．

　すべての消費者が同質であるとし，消費者の数を１に基準化する．この消費者は，

予算制約

( 3 ) z p x p x y+ + ≤1 1 2 2

の下で擬線形の効用関数

( 4 ) U z x x z u x x( , , ) ( , )1 2 1 2≡ +

を最大化する．ここで，zは交通サービスx x1 2, 以外の消費財をすべて合わせた合成

財であり， yは所得である．合成財zをニュメレールとし，その価格を 1と置いてい

る．( 4 )の擬線形の効用関数のもとでは，効用水準は貨幣単位で表されており，その

まま消費者余剰として用いることができる．

　効用最大化の１階の条件から
∂

∂
u x x

x
u p1 2

1
1 1

,b g ≡ =

∂
∂

u x x

x
u p1 2

2
2 2

,b g ≡ =

が成り立つ．この２式をx1とx2について解くことによって，バイパス道路と既存道

路の需要関数x D p p1 1 1 2= ,b g， ( )x D p p2 2 2 1= , が得られる．既存道路の需要関数を

( 2 )式に代入すると， ( )( )p C D p c2 2 2 2 1= ' , となり，これを p2について解くと，既存

道路の価格 p p c2 2 1= * b gが導かれる．これを需要関数に代入して以下の一般均衡需要
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関数を得る．

( 5 ) x D c p c d c1 1 1 2 1 1 1= ≡, * b ge j b g

( 6 ) x D c p c d c2 2 1 2 1 2 1= ≡, * b ge j b g

既存道路の価格をバイパス道路の価格の関数で表す代わりに，その逆の関係

c p p p p1 1 2 2
1

2= º
-* *( ) ( )を用いると，既存道路の一般均衡需要関数は

( 7 ) x d p p d p2 2 1 2 2 2= º( ( )) $ ( )*

と書くことができる．これが図 3の既存道路の側の一般均衡需要曲線D p p p( , ( ))*
2 1 2

である．前に見たように，既存道路の一般均衡需要曲線は限界費用曲線と一致する．

所得が一定の場合には，消費者の効用は

( 8 )
U u x x y p x p x

u d c d c y c d c p c d c

= + - -

= + - -

( , )

( ( ), ( )) ( ) ( ) ( )*

1 2 1 1 2 2

1 1 2 1 1 1 1 2 1 2 1

となり，これをc1について微分すると

( 9 ) { } { }dU

dc
d c c d c u d c u d c p c d c p d c

1
1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 1 2 1 2 1 2 2 1= - + + + - +( ) ( ) ( ) ( ) ' ( ) ( ) ( )' ' ; * * '

となる．ここで，u p c1 1 1= = ，u p2 2= から，

( 10 )
dU

dc
d c p c d c

1
1 1 2 1 2 1= - -( ) ' ( ) ( )*

となる．したがって，バイパス道路の費用がcB
1 からcA

1 に低下することによって利用

者が得る便益は



18

( 11 ) ( ){ }U U d c d c p c dcA B

c

c
A

B

- = +ò 1 1 2 1 2 1 1
1

1 ( ) ' ( )*

となる．ここで，c p p p p1 1 2 2
1

2= º
-* *( ) ( )を用いて変数変換を行い，既存道路側の

便益をc1に関する積分から p2に関する積分に変換すると，

( 12 ) ( )U U d c dc d p dpA B

c

c

p

p
A

B

A

B

- = +ò ò1 1 1 2 2 2
1

1

2

2 $ ( )

が得られる．これは，図 3の２つの網掛け部分の和に等しい．つまり，バイパス道路

の改善によって利用者が得る便益は，バイパス道路と既存道路の双方で発生する一般

化費用低下の便益を足し合わせたものになる．ところが，以下で見るように，既存道

路側で発生する利用者便益は，交通サービスの生産者が被る費用の増加に等しくなる

ので，社会全体としての便益はバイパス道路側だけの利用者便益に等しくなる．

交通サービスの生産者の利潤は

( 13 )
P P P= + = + - -

= -
1 2 1 1 2 2 1 1 2 2

2 1 2 1 2 2 1

p x p x c x C x

p c d c C d c

( )

( ) ( ) ( ( ))*

となり，これの変化は，

( 14 ) { }d

dc
p C d d c p c d c

P

1
2 2 2 2 1 2 1 2 1= - +* ' ' *( ) ( ) ' ( ) ( )

となる．ここで p C d2 2 2= ' ( )から，

( 15 )
d

dc
p c d c

P

1
2 1 2 1= * ' ( ) ( )

が成り立つ．したがって，バイパス道路の費用がcB
1 からcA

1 に低下することによって

交通サービスの生産者が得る便益は負であり，

( 16 ) P PA B

p

p
d p dpA

B

- = -ò $ ( )2 2 2
2

2

に等しい．

　この経済での総余剰Sは消費者の効用水準に交通サービスの生産者の利潤を加えた

もの（S U= +P）であるので，
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( 17 )
dS

dc

dU

dc

d

dc
d c

1 1 1
1 1= + = -

P
( )

が得られる．したがって，バイパス道路の費用がcB
1 からcA

1 に低下することの便益は

( 18 ) S S d c dcA B
c

c
A

B

− = z 1 1 1
1

1 b g

となる．つまり，価価価価格格格格ががががそそそそれれれれぞぞぞぞれれれれのののの限限限限界界界界費費費費用用用用にににに等等等等ししししくくくくななななっっっってててていいいいるるるる経経経経済済済済でででではははは，，，，価価価価格格格格変変変変

化化化化にににによよよよるるるる間間間間接接接接効効効効果果果果はははは相相相相殺殺殺殺ししししててててゼゼゼゼロロロロににににななななるるるるののののでででで，，，，ババババイイイイパパパパスススス道道道道路路路路のののの消消消消費費費費者者者者余余余余剰剰剰剰のののの増増増増加加加加だだだだ

けけけけをををを計計計計測測測測すすすすれれれればばばばよよよよいいいい．．．．

5.2. セカンド・ベスト経済における便益評価

　前節のファースト・ベストのケースで間接効果が相殺し合ったのは，価格が限界費
用に等しく設定されているので，u p c1 1 1= = とu p C x2 2 2 2= = ' b gが成立していたか
らである．次善の経済ではこれらの関係が成立しないので，間接効果は相殺しない．

5.2.1. 既既既既存存存存道道道道路路路路のののの価価価価格格格格ののののゆゆゆゆががががみみみみ

　前節と同様に，バイパス道路では混雑が発生せず，価格（一般化費用）が限界費用

と等しくなっているが，既存道路では混雑が発生する状況を考える．しかし，この節

では，既存道路の混雑税の水準が低すぎて，価格が限界費用より低いとする．例えば，

既存道路の利用者が負担する一般化費用は平均費用c x C x x2 2 2 2 2( ) ( ) /= にガソリン

税t2を加えたもの（ p x c x t2 2 2 2( ) ( )≡ + ）であるとし，ガソリン税は最適な混雑税の

水準より低いものとする．したがって，バイパス道路の一般化費用と既存道路の一般

化費用は

p c1 1=

p x c x t C x2 2 2 2 2 2 2( ) ( ) ( )'≡ + <

を満たす．混混混混雑雑雑雑税税税税ががががゼゼゼゼロロロロののののケケケケーーーーススススはこの特殊例であり，
p x C x x c x2 2 2 2 2 2 2( ) / ( )= =b g

が成り立つ．

　一般均衡価格の導出はファースト・ベストのケースと全く同じであるので，消費者

の効用( 8 )と生産者の利潤( 13 )は同じであり，それらのc1に関する微分も( 9 )式と

( 14 )式で与えられる．さらに，u p c1 1 1= = はこの場合も成立するので，( 10 )式もそ

のままである．しかし， ( ) ( )u p p x C x2 2 2 2 2 2= = < ' であるので，( 14 )式の右辺の第

1項はゼロにならず，( 15 )式は成立しない．つまり，この場合に得られるのは，
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( 12 ) ( )U U d c dc d p dpA B

c

c

p

p
A

B

A

B

- = +ò ò1 1 1 2 2 2
1

1

2

2 $ ( )

と

( 19 ) { }P PA B

p

p

x

x
d p dp p x C x dxA

B

A

B

- = - - -ò ò$ ( ) ( ) ( )'
2 2 2 2 2 2 2 2

2

2

2

2

である．ここで，( 19 )式の導出には，( 14 )式をc1に関して積分したものに，

c p p p p1 1 2 2
1

2= º
-* *( ) ( )と p p x2 2 2= ( )を用いて変数変換を行うと，

{ }p C x d c dc
c

c
A

B

2 2 2 2 1 1
1

1 - =ò ' '( ) ( ) { }p x C x dx
x

x
A

B

2 2 2 2 2
2

2 ( ) ( )'-ò

が得られることを用いている．

　上の 2 つの関係を用いると，バイパス道路の費用がcB
1 からcA

1 に低下することに

よる総余剰の変化は

( 20 ) ( ) ( )[ ]S S d c dc p C x dxA B

x

x

c

c
A

B

A

B

- = - -òò 1 1 1 2 2 2 2
2

2

1

1 '

となることがわかる．右辺の第 1 項が図 6の左側の網掛け部分であり，第 2 項が右

側の網掛け部分である．

　通常は，バイパス道路に対する投資は既存道路の交通量の減少を招くので，

x xA B
2 2< である．したがって，

S S d c dcA B
c

c
A

B

− > z 1 1 1
1

1 b g
が成立する．この場合には，ファースト・ベストのときのように，バイパス道路の一

般均衡消費者余剰のみを用いると便益の過小評価になる．これは，バイパス道路の建

設が既存道路の混雑を緩和するので，死重損失が減少するからである．

混雑料金がゼロであるケースでは，交通サービスの供給者の利潤は常にゼロであ

るので，利用者側の便益だけを考えればよく，

( )S S U U d c dc d p dpA B A B

c

c

p

p
A

B

A

B

- = - = +ò ò1 1 1 2 2 2
1

1

2

2 $ ( )

となる．したがって，この場合の総便益はバイパス道路と既存道路の利用者便益の和

に等しい．
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5.2.2. ババババイイイイパパパパスススス道道道道路路路路ににににおおおおけけけけるるるる価価価価格格格格ののののゆゆゆゆががががみみみみ

　次に，既存道路では価格が限界費用に等しく設定されているが，バイパス道路で混

雑税の水準が低すぎる場合を考える．このケースでは
p p c c1 1 1 1= <b g

p C x2 2 2= ' b g
が成立する．

　まず，既存道路の価格は

( )( )p c D p c p2 2 2 1 1 2= ' ( ),

より p c2 1
* ( )と書ける．したがって，一般均衡需要関数は

( )( ) ( )x D p c p c d c1 1 1 1 2 1 1 1= ≡( ), *

( )( ) ( )x D p c p c d c2 2 1 1 2 1 2 1= ≡( ), *

となる．

　これらの関係を用いると，利用者便益と供給者便益は
dU

dc
p c d c p c d c

1
1 1 1 1 2 1 2 1= - -' *( ) ( ) '( ) ( )

d

dc
p c c d c p c d c p c d

P

1
1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 21= - + - +[ ( ) ] ( ) [ ( ) ] ( ) '( )' ' *

を満たすことが分かる．したがって，総余剰は

( ) ( ) ( )dS

dc
d p p c d c

1
1 1 1 1 1 1= - + - '

を満たす．これを積分することによって，

( ) ( ){ } ( )[ ]
( )

S S d c p c c d c dc

d c dc c p dx

A B

c

c

c

c

x

x

A

B

A

B

B

A

- = - -

= - -

ò

ò ò

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1

1

1

1

1

1

1

'

[ ]

が得られる．これは図 8の台形ＤＣc cA B
1 1 の面積から台形ＤＣＡＢの面積を引いたも

のであり，4節で求めた総便益と等しいことがわかる．

　バイパス道路に対する投資はバイパス道路の交通量の増加をもたらすのが通常であ
るので，d c1 1 0' b g < とすると，

S S d c dcA B
c

c
A

B

− < z 1 1 1
1

1 b g
が成立する．したがって，上式の右辺で表されるバイパス路線の一般均衡消費者余剰

を用いると，便益の過大評価になる．これは，限界費用よりも低い価格が設定されて

いるので，バイパス道路の交通量が過剰になっているからである．バイパス道路への

投資は，この低すぎる価格を更に低くするので，混雑による外部不経済を増加させる
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ことになる．

6. おわりに

　最後に，実際に交通投資の便益を評価をする際に留意すべき点をもう一度まとめて

おきたい．

(1) 先行的な交通投資が大きな地域開発効果を持ち、その便益が非常に大きいことが

ありうることは否定できない．しかし、この種の間接便益も交通需要の増大に反映さ

れるので、一般均衡需要曲線を用いて便益を推定すれば，間接効果の便益をそれに付

け加える必要はない．間接効果を加えれば，便益の２重計算になってしまう．交通投

資が他の分野の生産を増加させるという間接的な便益をもたらしても，それは必ず交

通量の増加を伴っていて，間接便益は（一般均衡）交通需要関数における消費者余剰

の増加の中に既に入ってしまっている．

(2) 間接効果の便益が相殺するのは，ファースト・ベストの世界においてであり，経

済の他の分野で価格体系の歪みが存在しないことが前提になる．ファースト・ベスト

の世界では価格が限界費用に等しくなっていなければならないが，それさえ満足され

ていれば，規模の経済性や金銭的外部経済が存在してもかまわない．特に，マーシャ

ルの金銭的外部経済はファースト・ベストと矛盾しない．

(3) 価格が（社会的）限界費用から乖離しているセカンド・ベストの世界では間接効

果が無視できない．セカンド・ベストの世界では，価格体系が歪んでいることによっ

て死重損失が発生している．一般に，交通投資はこの死重損失を変化させるので，間

接効果を考慮に入れる必要が出てくる．

(4)  この種の間接効果の便益はセカンド・ベストの世界だけで発生するものであり，

微妙な問題をはらんでいる．例えば，混雑現象が存在し，しかも混雑税が課されてい

ない場合には，セカンド・ベストの状況になる．ここで交通投資を行うと混雑が緩和

されるので，混雑緩和の便益を間接便益として付け加えなければならないという議論

がある．この議論は必ずしも誤りではないが，混雑緩和便益の計測には注意が必要で

ある．

　交通投資を行うと混雑が緩和され交通費用が低下するのは正しいが，便益評価に付

け加えなければならないのは，そのことによってもたらされる外部不経済の変化であ

る．交通投資がかえって外部不経済のゆがみを増加させることもある．その典型的な

例は，混雑している道路に対する容量増大投資である．混雑による外部不経済は，混

雑税が課されておらず交通の価格が低すぎることによって生じているからである．交

通投資は交通の価格を低下させる効果を持つが，混雑している道路における投資は低
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すぎる価格を更に低くすることになり，外部不経済の増加を招くのが通常である．し

たがって，混雑している道路における投資に関しては，（一般均衡）交通需要曲線を

用いた便益評価は過大評価をもたらすことが多い．
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